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	本地震では震源距離が非常に長かったが，実体波が支配的な地震波形のIM では，他の地震動強度指標や建物被害とも距離に関わらず同様の関係があることが分かった．断層からの最短距離が150kmを超える地域では表面波が支配的にIM を決定する観測点が増える．このIM は他の地震動強度指標とも既往の関係から外れているため，建物被害評価には異なる結果をもたらすと考えられ，表面波が支配的な地震動のIM と建物被害との関係については今後検討すべきである．
	本地震で高いIM が算出された地震動には複数の波群を有し，波群全体の継続時間で一つの震度が算出されていたためにIM が高く評価された可能性が懸念されたが，波群別にIMや高レベルのIMの累積時間を検証した結果，複数の波群を有することによるIMへの影響はわずかであり，本地震では後発波群が優勢であり，全波形のIMは優勢な一つの波群のみの地震動強度とほぼ等しいことが分かった．建物被害とも検討する事例が少なかったため，本地震の一傾向と捉え，新たな地震においても検討が必要である．
	すなわち，地殻内地震を主にして建物被害に適合する1-2秒計測震度IMを提案し，東北地方太平洋沖地震に適用したところ，建物被害については条件つきで適合することが確認でき，さらに東北地方太平洋沖地震の特徴である，震源距離が長大化や複数の波群がある地震動によるIMへの影響については，距離を限定することで適用することが確認できた．
	５．結論
	本研究では，建物被害に適合した地震動強度指標として1-2秒計測震度IMを提案し，東北地方太平洋沖地震の地震動特性ならびに建物被害との関係について検証を行った．本研究の結論を以下に示す．
	・ 過去の地震記録からIMが従来の計測震度よりも，建物全壊率と良い相関にあることを確認したとともに，東北地方太平洋沖地震の記録が，過去の地震における被害分布図の上に載ることが確認された．ただし，本地震で観測された最大のIM は5.99であり，それ以上については今後も検討が必要である．
	・ 高い最大加速度の観測点と高いIM　の観測点は必ずしも同じにならず，市町村の建物全壊率の高い市町村にある観測点は，IM　も高いことが分かった．
	・ 震源距離が長大化すると，実体波だけでなく表面波によってIMが決まることが本研究で確認された．断層最短距離150km以下の範囲であれば，実体波が優勢になり，過去の地震のIMと建物被害や地震動強度との関係も対応する．
	・ 複数の波群から一つのIM が算出されたことによってIMが高く評価された事例は少なく，本地震では後発波群のみの地震動のIMや累積時間が全波形のIMにほぼ等しかった．
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